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0．はじめに
Bryan Caplanの2007年の著書The Myth of the 
Rational Voter: Why Democracies Choose Bad 
Policiesは、投票者が非合理であるから選挙が非
効率な政策をうみだす、という。この議論を手が
かりに投票者の非合理性と経済政策の関係、そし
てこれに関わる経済学者の役割について考えてみ
たい。経済学は今まで人々が合理的であると想定
してきた。これが正しくないことを指摘する行動
経済学は、どのように合理的でないのか、また、
どのようにすれば合理的な選択ができるのかを考
察する経済学の一分野といえよう。Caplanの議論
は、政治の世界に行動経済学分析を行ったものと
みることができる。
投票者は市場メカニズムや外国との交流の利益
を過少に評価するなどのバイアスを持っていると
Caplanは主張し、データでその論証を行っている。
そして、選挙によって決まる経済政策が悪いもの
になるから、政治家は公約違反をしてもいいし、
デモクラシーも制限されねばならない、といった
過激ともいえる提言をしている。これらは行動経
済学の政策実践であるパターナリスティクな誘導
（ナッジ）に通ずるものがあるように思われる。
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一方、Caplanは投票者のバイアスを除去するた
めに経済学教育を工夫すべきだ、という。これは
長い目でみれば、投票者が経済学理解に基づき合
意することを期待していることのあらわれではな
いか。Caplanが経済学教育の方法を熱心に説けば
説くほど、彼のデモクラシーの否定とは裏腹に、
彼のいう経済学者像とJames Buchananらにみら
れる合意形成者としての経済学者の違いは霞んで
いくように思われるのである。
誘導（ナッジ）に通じるものを経済学者の短期の
役割、合意形成者としてふるまうことを経済学者
の長期の役割とみることができよう。Caplanの議
論は、これら二つの違った経済学者の役割の存在
や、それらの使い分けの可能性を感じさせる面を
持っている。
本 稿 で は 上 記 の よ う な 主 張 を、Wittman、
Caplan、Buchananら従来の公共選択論、これ
らを説明し比較考慮することによって展開して
みたい。本稿の構成は以下のとおりである。第
1節において、Wittman、Caplan、従来の公共
選択論のそれぞれが投票者の合理性に関してど
のように考えているかをみる。第2節では、これ
らの見方の違いが経済政策に対する認識や経済
学者の役割にどのような違いを与えるかをみる。
Caplanや従来の公共選択論では、投票者の選択
が経済学者の考えるそれと違ってくることにな
る。第3節では、そのようなことが起こるのが、
直感から明らかではない複雑と考えられる問題
に直面する時であることをみる。このような複
雑な問題に直面した時に投票者と経済学者で見
解が分かれたとしても、経済学者が正しいとは
限らない。第4節において、それでも経済学者が
正しいことを、Caplanの行った分析を使って説
明する。正しい経済学者は非合理な投票者とど
う向き合えばよいのだろうか。第5節において、
Caplanはこの点をどう考えているのか、その考
えに問題はないのかを議論する。経済学教育を
施しても投票者を永遠に変えることができない
とすると、経済学教員は自己の存在意義を失っ
てしまう。経済学者の長期の役割と短期の役割
を分け、Caplanの議論は経済学者の短期の役割
を豊かにするものとみるのがいいのではないか。
第6節では、このような議論を行うことにする。
1．投票者の合理性に関する異なる見解
1-1.	Wittman（1995）よる見解
Donald Wittmanの1995年の著書The Myth of 
Democratic Failure: Why Political Institutions 
Are Efficientは、民主主義政治制度が効率的な結
果を生み出すことを主張している。Wittmanの主
張が成り立つためには、投票者など政治アクター
が合理的な選択をする必要がある。Wittmanは同
書において、行動経済学が明らかにしようとして
きた人々の合理性からの乖離を否定する。
同書第5章「ホモエコノミカス対ホモサイコロジ
カス：なぜ認知心理学は民主政治を説明できない
のか」では、政治行動を説明するためのモデルと
して、経済学のモデルと認知心理学のモデルのど
ちらの方が適切かが議論されている。経済学のモ
デルとは、合理的な選択を行うホモエコノミカ
スである。これに対して認知心理学のモデルは、
人々は合理的な選択とは違うもっと易しい選択
ルールを採用しているとするヒューリスティック
モデルやフレーミング効果・S型効用関数・バイ
アスを持った客観確率といった内容を持つプロス
ペクト理論などのことである。これらには、非合
理的な行動が意識されている。認知心理学のモデ
ルは政治行動を説明するのに適当ではなく、ホモ
エコノミカスモデルが適当である、とWittmanは
いうのである。この論拠は以下のようである。
第1は、フレーミング効果を導いている実験結
果が、信じるに足るものでないこと。認知心理学
の実験研究において、質問のなされ方（フレーミ
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ング）に被験者の反応が大きく影響を受けること
が確認されている。例えば、2つの選択肢の中か
ら一つを選択するという質問について、全く同じ
内容でも質問の書き方を変えた選択肢が提示され
ると、被験者の選択が変わる。これを政治行動に
適用すると、人々の選択は非合理なものというこ
とになる。例えば92％の雇用と98％の雇用の差に
反応しない投票者が、8％の失業と2%の失業の差
に怒り出すということが生じる。しかしWittman
は、この考えを否定する。実験においては、誤り
をおかしても損をすることはあまりないので、経
済インセンティブが十分考慮に入れられていない
こと。現実の世界では、政治家同士の競争が有権
者に誤りを教えるし、有権者も経験を積み学習す
るので、有権者は最終的にはこのような誤りをし
なくなることが期待されること。これらから、フ
レーミングの実験結果をもって政治行動を説明し
ようとすると、誤解が生じるという。
第2は、S型効用関数を仮定した時の人々の行
動と、現実の行動が乖離していること。認知心理
学実験は、人々が確実な損失よりは、それと期待
値で等しくなるギャンブルを選ぶのに対して、期
待利得が正になるのであれば、ギャンブルより確
実な利益を選ぶことをみいだしてきた。これより
個人の効用関数は、個人が損失に対してリスク愛
好的であり、利益に対してリスク回避的であるS
型の効用関数をしている、と認知心理学は主張す
る。これは、経済学における効用関数が凹型で、
いかなる時も人々はリスク回避的であるのと、異
なっている。Wittmanは、このS型効用関数を次
のように否定している。これが本当であると、株
価が上がればその分収益を上げることができる
が、株価が下がれば50パーセントの確率で損がゼ
ロになるものの50パーセントの確率で損が2倍に
なるというギャンブルができる金融商品が人々に
とって魅力となる筈である。しかし、金融市場で
はそのような商品はみられない。
第3は、認知心理学が明らかにしたのは、変則
性すなわち例外の存在に過ぎないこと。上でみた
ように、認知心理学のヒューリスティックやフ
レーミングのような概念は、人間の変則的な行動
を説明しているかもしれない。しかし変則的な行
動はやはり例外なのであって、これをもって人間
の標準的な行動を説明できていると考えるべきで
はない。標準的な行動の多くは、合理的選択と整
合的である。例えば年末に株価が上がるという合
理性の観点から説明が難しい事実があったとして
も、他の期間において株価の値段が経済学の基本
的理論と整合的であるなら、非合理性モデルの方
が優れているとの見方をすべきでない。
第4は、認知心理学の非厳密性によって、観察
された現象を事後的に説明付けることが容易であ
ること。例えばプロスペクト理論の一つであるバ
イアスを持った客観確率の考え方によれば、人々
は低い客観確率を過大に評価する。10ドルの確実
な損失と、10パーセントの確率で100ドルの損失
となり90パーセントの確率で損失ゼロとなるくじ
との選択肢が与えられているとしよう。もしほと
んどの被験者がくじの方を選択したならば、認
知心理学者達は次のように主張することができ
る。S型カーブによれば、人々は損失に関してリ
スク愛好的であるので、この実験結果はプロスペ
クト理論で予測できる、と。逆に、被験者が確実
な損失を選んだならば、認知心理学者達は今度も
また、実験結果はプロスペクト理論で予測可能で
あると主張できよう。人々が低い確率を過大に評
価するため、リスク回避的になるからだ、といっ
て。このように認知心理学において、現実の事象
に合うよう理論を取捨選択できるということは、
人々の行動を予想するためにどの理論をとればよ
いのか未だ定まったものがないこと、及び、認知
心理学によって政治行動を予想するのは難しいこ
とを意味している。
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1-2.	Caplan（2007）による見解
1-2-1. Wittmanのフォーク
Caplanはデモクラシーがよく機能するとの
Wittmanの議論を否定し、デモクラシーが失敗す
る、と主張する。Caplanはいう。Wittmanはデモ
クラシーを失敗に導く三つの経路を指摘し、これ
らが正しくないことを説明しようとした、と。こ
の三つの経路のことをCaplanはWittmanのフォー
クと呼んでいる。その三つとは、①極端な投票者
の愚かさ、②深刻な競争の欠如、③高い取引費用
である。すなわち、Wittmanは、投票者は愚かで
ないし、政治市場の競争は有効に機能している、
そして、政治市場の取引費用は高くない、ことを
説明しようとしたというのである。
Caplanは最後の二つについては、大きく否定
することをしていない。政治家が再選されること
が多いのは政治的独占ではなく、有能な政治家
が繰り返し競争に勝っているに過ぎない、との
Wittmanの議論に賛意を表している。また、デモ
クラシーは取引費用を低めるよう設計されている
として、間接民主制・政党・委員会制度のような
政治取引を容易にする制度が政治市場の取引費用
を低くしているとのWittmanの議論に近い主張を
行っている。そう、デモクラシーは投票者の意向
を反映するものになっている、と考えているので
ある。
しかしCaplanは、極端な投票者の愚かさが間
違っているとのWittmanの主張は受け入れない。
そして、デモクラシーは投票者の欲するものを反
映するがゆえに失敗する、という。
1-2-2. 系統的な誤り（systematic error）
社会には多くの非効率な政策が存在するが、こ
れが選挙によって選ばれてしまっている。非効率
な政策がなぜ選ばれるのか。投票者が合理的で
あったなら、このような政策は選ばれない筈であ
る。これは投票者が愚かであるからに他ならな
い、というのがCaplanの主張である。
投票者はものの見方を誤る。たくさんの投票
者がいるので、この誤りが平均的に相殺される
のであれば問題はなくなる。誤りが偶然誤差
（random error）であれば、集計の奇跡（miracle of 
aggregation）が生じるのである。しかしCaplan
は、この誤りには偏りがある、という。たくさん
の投票者がいてもこの誤りは相殺されない系統誤
差（systematic error）である、と。
1-2-3. 「米国民と経済学者の経済意識調査」
では、系統的な誤りがあることをどのように証
明するのだろうか。Caplanは一般人と専門家の判
断の違いに着目する。「米国民と経済学者の経済
意識調査」（Survey of Americans and Economists 
on the economy (SAEE) ）の結果を利用して、一
般人と経済学者の間で経済に対する見方が違うこ
とを確認するのである。例えば、米国経済が抱え
る問題に対して一般人は「移民の数が多過ぎる」
「対外援助額が多過ぎる」「税金が高過ぎる」と考え
るのに対して、経済学者はそう考えない。このこ
とからCaplanは、系統的な誤りが一般人に生じ
ている、と主張するのである。
Caplanによれば、このような系統的な誤りは、
以下のようなバイアスにつながっている。
①反市場バイアス　：  市場メカニズムの利点を
過小に評価する。
②反外国バイアス　：  外国との相互交流の利益
を過小に評価する。
③雇用創出バイアス：  労働節約の価値を過小に
評価する。
④悲観的バイアス　：  経済状況が現実より悪い
と感じる。
①の反市場バイアスは、利潤を追求する企業の
経済成果に対する一般人の疑念などといった形で
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表れる。②の反外国バイアスは一般人による自由
貿易反対、海外援助・移民への難色、などといっ
た形で表れる。③の雇用創出バイアスは機械使用
による生産性上昇に目がいかず、それが雇用を減
少させることへの一般人の反発、などといった形
で表れる。④の悲観バイアスによって、一般人は
現在の経済状況を必要以上に悪いと考え、生活水
準や不平等を過大に問題視することになる。「米
国民と経済学者の経済意識調査」データやCaplan
の計量分析は、このようなバイアスの存在を示す
ことに成功しているように思われる。また、日本
でも2009年に日本経済学会と日本経済新聞社が共
同で、一般人と経済学者を対象とした意識調査を
行っている。この結果は「市場原理に対する親近
感」や「自由貿易に対する考え」などで、一般人と
経済学者の認識の違いを示しており、上記バイア
スの存在を支持するものになっている。
1-3.	Caplan（2007）と古典的公共選択との違い
しかし、いつも誤り続けるのは変ではないか。
誤りは修正されないのか、との疑問が生じる。
Caplanは、投票に直面した個人は、愚かでいるこ
とが合理的なのだ、という。日々の経済活動で合
理的でなければ、損をしてしまう。しかし、結果
を左右することがほとんどできない政治の場では、
人々は非合理であることが合理的なのだ、という。
Caplanの例が面白い。途上国から米国に移住
しようとする人は多いが、自国の政策を米国コ
ピーにしようと投票する人は少ない。移住の際
に非合理であると、豊かになるチャンスを失う。
すなわち、移住の際は、非合理性の価格が高く、
人々は非合理性を消費しないのである。人々は合
理的になるから、移住するのである。しかし、政
策に関する投票の際は、自分がどう投票しても結
果に与える影響は小さい。非合理性の価格は非常
に低くなっており、だから人々は非合理性を多く
消費するのである。結果、人々は自国の政策を米
国コピーにする選択肢に投票しないのである。
Caplanは公共選択研究のメッカであるジョー
ジメイソン大学（George Mason University）に在
籍しバージニア学派（Virginia School）に属すると
いえるが、2007年の同書の中で、古典的公共選択
という表現を使い、自身の議論と従来の公共選択
論との違いに言及している点は注目される。この
違いの要点は、合理的非合理性と合理的無知の違
いにある。個々の人々が選挙結果にほとんど影響
を与えることができないという事態は合理性の価
格を低いものにし、人々は非合理性を購入するよ
うになる、というのがCaplanの合理的非合理性
である。一方、選挙結果に影響を与えることがで
きないという事態に直面し、人々が政治に関する
正しい情報をとろうとしないのが古典的公共選択
の合理的無知である。
従来の公共選択論は、投票者に関しては合理的
無知という考え方をとっていた。選挙の結果を変
えることができないから、人々は政治に関して無
関心になり、政治について何も知らない、という
ことになるのだ、と。しかし、投票者の合理性は
捨てていない。すなわち、古典的公共選択では、
投票者は何も知らないけれども合理的なのであ
る。このため古典的公共選択の政策提言は、人々
の合理性の眠りを呼び覚まし、全員一致での制度
改革をうったえるものになるのである。
2．投票者の合理性に対する
見解の違いと経済政策
この三者の見解の相違は、経済政策とどのよう
につながるであろうか。
Wittmanのいうよう人々が合理的であるならば、
経済学者は実証的分析（あるがままの事実の分析）
に徹すればよい。投票者は経済学者の正しさを理
解し、経済学者の主張を支持する。そして、それ
は現在、ある程度まですでに実現されている。
33
K.Okui,   On Relationship between Voter Rationality and Economic Policy
Caplanのいうよう人々が非合理であるならば、
投票者は経済学者の説くことを理解できない。し
たがって、現在は経済学者の主張とは程遠い状況
にある。そして投票者がそれで合意することに経
済学者は期待できない。Caplanの描く経済学者
像はこうした状況に際し、「当たり前になってい
る世の中の偏見に立ち向か（Caplan（2007）, 邦訳
p.388）」い、「悪い政策の根本になっている系統的
誤差を、中心となって防いでいる（Caplan（2007）, 
邦訳p.389）」人達である。
古典的公共選択のいうよう人々が合理的無知な
らば、現在、投票者は経済学者の説くことを理解
できておらず、それは実現もされていない。経済
学者は社会を構成する人々全員に利益をもたらす
処方箋を粘り強く説き、投票者の全員一致による
これの採用を目指すことになる。投票者は最終的
に経済学者のいうことを理解し、これを実現する
制度改革に同意する。
表1はこれら三者の違いをまとめたものである。
自由貿易遂行という具体的経済政策を例にとって
考えるなら、次のようになる。
Wittmanのいうよう人々が合理的であるなら
ば、経済学者は自由貿易の利益を説明する実証的
分析に徹すればよい。投票者は経済学者の正しさ
を理解し、自由貿易を支持するようになる。そし
て、それは現在、ある程度まですでに実現されて
いる。
Caplanのいうよう人々が非合理であるならば、
投票者は経済学者の説く自由貿易の利益を理解で
きない。したがって、現在は自由貿易とは程遠い
状況にある。そして投票者が自由貿易体制に合意
することは期待できない。
古典的公共選択のいうよう人々が合理的無知な
らば、現在、投票者は自由貿易の利益を理解でき
ておらず、それを実現もできていない。しかし最
終的には、投票者は経済学者の主張を理解し、自
由貿易体制に合意すると期待できる。
3．問題の複雑性
ところで経済学の説く合理的な選択と投票者の
それが違ってくるのはどのような場合であろう
か。これは問題の複雑性と関係が深いであろう。
殺人には厳しい罰を課するという政策は、対象と
している問題が簡単であるので、専門家と一般人
の間で意見が割れない。しかし、自由貿易か保護
貿易かという問題は簡単ではないので、両者で意
見が割れる。Caplanはこのような事例として、比
較優位・価格統制の効果・労働節約的な技術革新
の長期的利益をあげている。
比較優位の原理とは、自由貿易が貿易をする双
方の国に利益をもたらす、とする考え方で、経済
学者リカードの1817年の著作『経済学及び課税の
原理』で示された。より少ない投入量で生産する
ことができる絶対優位と異なり、より少ない機会
費用で生産することができるのが比較優位である。
両国で機会費用が違えば、自国の機会費用より低
い価格で財を購入することができるので、各国が
貿易によって利益を得る。しかし、リカードから
200年たとうというのに、この原理の理解は簡単で
はない。多くの経済学者が経済学の入門クラスで、
これを学生に理解させるのに苦労している。
家賃統制のような価格統制も頻繁にみられる
し、必要性が指摘されることも多い。しかし、超
過需要を発生させ非効率をもたらす、というのが
経済学の教えるところである。現在所有している
表1. 投票者の合理性、経済政策、経済学者の役割
Wittman Caplan 古典的公共選択
投票者の特徴 ホモエコノミカス 合理的非合理 合理的無知
投票者の合理性 合理的 非合理的 合理的
現在の経済政策 良 悪 悪
将来の経済政策 良 悪 良
経済学者の役割 実証分析 非合理性氾濫の防波堤 合意形成者
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既得権を持つ人々には有利であるが、これから購
入しようとする本来政策で守りたい人々のもとに
財がわたらない、という社会的に望ましくない資
源配分が実現してしまうのである。
同じ生産量を少ない労働投入量で実現できれ
ば、生産の効率性は上昇している。この生産性
の上昇は長期的にはより大きな果実をもたらし、
人々の経済状態を改善しよう。しかし、投票者は
このことを理解せず、一時の職の減少に怒り出す
ことがある。
Caplanはあげていないが、個人合理性と集団
合理性が乖離する囚人のジレンマも複雑な問題に
あげられよう。個人レベルでは裏切るのが合理的
であっても、集団では協力する方がいいような状
況である。これは産業組織・財政金融政策・環境
政策など様々な例に適用でき、多くの経済分析が
行われてきた。投票者がこれらの例の当事者に
なったならば、経済学者が望ましいと考える状態
を実現するのは簡単ではないことが多い。
こういった複雑な問題については、経済学が望
ましいと考える選択を投票者ができない、あるい
は、できるようになるまで非常に長い時間がかか
る。リカードから200年もたつのに、保護主義が
はびこるのはこの一端を示している、とみること
ができよう。
4．経済学者は正しいのか
しかし、経済学者の方が誤っている、というこ
とはないのだろうか。経済学者が誤っている可能
性に関してCaplanは次のような議論を展開して
いる。経済学者の誤りは利己的バイアスとイデオ
ロギーバイアスに起因する。利己的バイアスとは
自分に都合のいいような信念を持つことである。
経済学者はすでに高い所得と安定した地位を得て
いるので、競争的な社会が望ましいと考える傾向
がある、というのである。イデオロギーバイアス
とは、特定の思想に偏った信念を持つことであ
る。経済学者は市場主義や保守主義に偏った意見
を持つ傾向がある、というのである。これら経済
学を仕事にする者に特有のバイアスは経済学者を
誤った判断に導く。
Caplanは次のようにして経済学者がこのよう
なバイアスを持っているかを調べている。一般人
が経済学博士号を持つとどのように考えるかとい
う選好を導出し、これが経済学博士号取得者の選
好と違っていれば、経済学者はバイアスを持って
いる。この場合、経済学者は誤った判断をしてい
るとみなすことができる。一般人が経済学博士号
を持つとどのように考えるかを啓発された一般人
の選好と呼ぶことにする。啓発された一般人の選
好が経済学者のそれと違っていれば、経済学者は
バイアスを持ち誤っている、とみなすのである。
具体的には次のような方法をとる。「米国民と
経済学者の経済意識調査」の結果得られたデータ
を計量経済学を用いた分析に利用する。「米国民
と経済学者の経済意識調査」は無作為に抽出され
た1510名の一般人と250名の経済学博士号取得者
を面接し、素人と専門家の違いを調べた調査であ
る。①まず経済問題への見解を問う質問への各人
の点数化された回答を非説明変数に、その個人の
属性（所得水準、職の安定度、所得の伸び、人種、
性別、年齢、イデオロギー、政党支持、教育レベ
ル、経済学の受講経験）を説明変数とする回帰式
を推定する。②この推定式を用いて、啓発された
一般人の選好を求める。教育レベルの変数（全部
で1〜 7段階に分類）に博士号取得者に相当する7、
経済学の受講経験変数（無しなら0有りなら1のダ
ミー変数）に1を与え、その以外の属性変数には一
般人の平均を与えて、一般人が博士号学位を取得
したならば持つであろう回答点数を予測する。す
なわち、啓発された一般人の選好をシミュレー
ションする。③一般人、経済学者、啓発された一
般人の回答点数を比較する。
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「アメリカ合衆国と他の国々の貿易協定が、国
内での雇用創出につながるか」との質問を行い、
「雇用を奪う」を0、「大きな違いはない」を1、「雇
用創出につながる」を2として加重平均をとった
結果が図1-2である。経済学者が一般人より、雇
用創出につながると考えていることがわかる。
そして、啓発された一般人の回答は、ここでも
一般人より経済学者の方に近い。一般人に反外
国バイアスと雇用創出バイアスが存在するため
に、このような結果が得られたと考えられるの
である。
もし利己的バイアスとイデオロギーバイアスが一
般人選好と経済学者のそれの違いを完全に説明す
るならば、啓発された一般人の選好は一般人のそ
れと一致する。もしそれらバイアスが両者の違いを
何も説明しないならば、啓発された一般人の選好
は経済学者のそれと一致する。もし真実がそれら
の中間にあるならば、啓発された一般人の選好は、
一般人と経済学者の間に位置することになる。
Caplanの計量分析結果の総括は、次のようで
ある。「啓発された一般人の信念が、通常、一般
人より経済学者にずっと近い。利己的バイアスと
イデオロギーバイアスは一般人と経済学者の選好
の違いの20％を説明できる程度である。残りの
80％は経済学者の豊富な知識に帰するものである
（Caplan（2007）, 邦訳pp.115-116）。」計量分析結果
は、専門家が正しく一般人が間違っていることを
示している、と。一般人の選好と経済学者の回答
に違いがあり、一般人が博士号学位を取得したな
らば持つであろうと予測される回答が経済学者の
それに近づくということは、もともとの一般人の
選好にバイアスがあったことになる、というので
ある。
Caplan（2007）では「米国民と経済学者の経済意
識調査」の多くの質問について、一般人と経済学
者の回答に違いがあること、及び、啓発された一
般人の回答が経済学者のそれに近いことが示され
ている。例を上げておこう。
「企業の利潤が多すぎることが、経済がうまく
機能しない原因か」との質問を一般人と経済学者
のグループに行い、「重大な原因」を2、「軽微な原
因」を1、「まったく関係ない」を0として加重平均
をとった結果が図1-1である。経済学者が一般人
より、企業の利潤の多いことを問題と考えていな
いことがわかる。そして、啓発された一般人の回
答は、一般人より経済学者の方に近い。これは経
済学者にバイアスがあるというよりは、一般人に
反市場バイアスがあることを示している。
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4
一般人
経済学者
啓発された
一般人
1.27
0.18
0.41
図1-1.  
「米国民と経済学者の経済意識調査」結果（その1）
質問12：  「企業の利潤が多すぎることが、経済
がうまく機能しない原因か」
「重大な原因」を2、「軽微な原因」を1、「全く
関係がない」を0として加重平均
（出所）Caplan（2007）, 邦訳p.164より作成。
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6
0.64
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経済学者
啓発された
一般人
図1-2.  
「米国民と経済学者の経済意識調査」結果（その2）
質問25：  「他の国との貿易協定が雇用を奪うか」
「雇用を奪う」を0、「大きな違いはない」を1、
「雇用創出につながる」を2として加重平均
（出所）Caplan（2007）, 邦訳p.166より作成。
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5．Caplanの矛盾
一般人と経済学者の判断が違い、経済学者のそ
れが正しいことをみた。したがって、一般人への
経済学教育が重要になる。Caplanの経済学教育法
は面白い。彼は次のようにするとよいという。経
済学者達はよく、理論的厳密性を追求する余り、
「一方ではこうだが、他方ではこうだ」といういい
方をするが、そういういい方をしない「片手だけ
を使う経済学者（one-handed economist）」でなけ
れば駄目で、もっと明快に学生に教えなければな
らない。例えば、保護主義と自由貿易のどちらが
勝利か、後者だろ、というように。説明も工夫を
して、ジョークも必要だという。貿易赤字は問題
ではなく、人々に相互利益をもたらす取引の結果
に過ぎない、ということを説明するための彼のや
り方を紹介しておこう。「私はウェグマンズ・スー
パーマーケット（Wegmans Supermarket）との取
引で大きな赤字を出している。つまり、私はたく
さんの食料品を買っているが、ウェグマンズは私
から何も買わない。しかしそこには心配するよう
なことはない。（Caplan（2007）, 邦訳p.387）」
しかし、一般人は非合理である。経済学者の上
記のような努力に一般人は応えることができるの
だろうか。Caplanはいう。非合理性は説得を妨げ
るものでなく、違った表現方法を要請するもので
ある。「「私が正しく、あなたが誤っている」では
完全に失敗だが、「私が正しく、このクラスの外
にいる人達が誤っている。あなたは、彼らのよう
になりたくないだろう」というのはかなり有効で
ある（Caplan（2007）, 邦訳p.385）」、と。
しかし、こうしてレトリックを駆使することに
よって経済学者が目指すものは、より多くの一般
人の経済学理解の向上ではないだろうか。クラス
に来る学生達への教育を積み重ねることによっ
て、そして、それらの人々がまた別の人々に考え
方を伝えることによって、経済学理解に基づく判
断が広く浸透することこそが経済学者の本懐では
ないだろうか。ブロガーとしても有名なCaplan
が、外にいる人達の圧倒的多数継続を前提にした
かのような書き方をしているのは解せないものが
ある。
経済学教育の工夫をうったえるCaplanは、長
い目でみれば、投票者が経済学理解に基づき合
意することを期待しているといえるのではない
か。投票者の持つバイアスが悪い政策を生み出す
野放図を防御しているのがCaplanのいう経済学
者であるが、経済学教育技術の発展・蓄積は防御
のみに終始せねばならなかった状態を攻撃にも転
じさせてくれるのではないか。事実Caplanは「何
世代もの経済学教育がなかったならば、関税率の
低下や民営化のような変革はより小規模なものに
とどまったか、まったく実現しなかっただろう 
（Caplan（2007）, 邦訳p.388）」と、これを認めてい
る。経済学教育が投票者をいつまでも変えること
ができないとすると、経済学教員は自己の存在意
義を失ってしまう。
Buchanan（1959）では、実証経済学者と政治経
済学者の違いが言及されている。実証経済学者の
役割は価値判断をすることなく、あるがままの事
実の骨格を提示することである。政治経済学者の
役割は、パレート改善となる提案をすることであ
る。全員一致で支持される状態があるならば、現
存する状態は望ましくなく、その変更が実現され
なければならない。全員一致で支持される状態
を提案する政治経済学者は、価値判断から独立で
何が望ましいかを提示できるのである。合理的に
無知な人々は、現在、非効率な選択をしている。
よって、パレート改善となる状態が存在する。政
治経済学者は、この状態を提示し、人々を効率的
な状態へと導くのである。
こ う し て み る と、 レ ト リ ック を 駆 使 す る
Caplanの経済学者もBuchananの政治経済学者も、
現在非効率な選択をしている人々を効率的な状態
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に導く、という点で重なってくる。彼らはともに
合意形成者である。そして、その役割を発揮する
対象は、人々のその場その場での行動よりも、長
い時間にわたってその成果が人々に影響を与える
ルールや制度と関係が深い。投票者に経済学理解
にもとづく制度を選択させる合意形成者としての
ふるまい。これが長期の役割として経済学者に求
められるものと考えられるのである。そして、経
済学者が長期の役割を果たす際に向き合う投票者
はWittmanのいうような合理的な存在とみなされ
ねばならないであろう。
長期の制度選択に際して、Wittman、Caplan、
Buchananら古典的公共選択、これらの人間像が
重なってくる理由として、さらに次の二点を指摘
しておきたい。第1は、行動経済学が明らかにし
てきた人間像は、長期的には忍耐強く、自制的で
ある、ということである。行動経済学の実験結果
は、短期の割引率が長期の割引率より大きい、と
いう時間非整合的な選好の存在を明らかにしてき
た。長期的な制度選択を行う投票者には、ある程
度信頼がおけるのではないだろうか。第2は、長
期的な制度の選択の際に、将来に自分の立場が変
わり得ることまで考慮せねばならなくなるという
面からの人々の合理的な選択を期待できる、とい
うことである。これは、Buchananらによる不確
実性のヴェール（veils of uncertainty）のもとでの
憲法選択という考え方である。社会の基本となる
制度を、Buchananらの立憲政治経済学では憲法
（constitution）という。憲法は長期にわたって持
続するのが一般的であるので、個人は憲法を選択
する際、将来に自分の立場が変わり得ることまで
考慮せねばならなくなる。このような状況が不確
実性のヴェール（veils of uncertainty）である。不
確実性のヴェールのもとでは、人々はかなり長期
的な視野にたった選択をすることができるので、
望ましい憲法の制定が期待できるのである。
6．経済学者の長期と短期の役割
一方Caplanは、人々が非合理であるから、経
済リテラシーの高い人々に多くの票を与えるべき
である。投票率を上げる努力をすべきでない、と
いう主張もしている。デモクラシーを制限せよ、
というのである。また、非合理な投票者が選挙に
よって決めた経済政策は悪いものになるから、政
治家は公約違反をしてもいい、とも述べている。
合意形成とは程遠いこれら過激ともいえる提言を
どのように考えればよいだろうか。
人々の非合理性を扱うのが行動経済学である
が、Caplanの議論は政治の世界に行動経済学分析
を行ったものとみることができるのであった。現
在、行動経済学の政策実践である誘導（ナッジ）と
いう概念が注目されている。人々の選択の自由を
認めつつも、彼らが後悔しない選択肢を選ぶよう
に選択肢の与え方を工夫すべきである、というも
のである。Thaler and Sunstein（2008）が提唱す
る、基本的には選択の自由を尊重しながら、場合
によっては選択の初期値に介入することが許され
るというリバタリアン・パターナリズムの立場を
具体化する方法である。
Caplanのいうデモクラシーの制限や政治家
の公約破りといったことは、行動経済学の誘導
（ナッジ）に通ずるものがあるように思われる。こ
れらは、十分な理解の上での同意を省いて、投票
者が合理的選択を行ったと同じ結果をもたらすよ
うにしよう、というものである。この際の経済学
者の役割は、合意を促すというよりは、わけのわ
からないでいる人をとりあえず目的地点に到達さ
せるツアーコンダクターのようなものとなろう。
先の合意形成者の長期の役割に対して、こちらの
役割は、経済学者の短期の役割とみることができ
よう。
こうして経済学者の役割を長期のものと短期
のものに分け、デモクラシーの制限のような
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Caplanの提言は後者の発揮を促す意味がある、
と理解したい。しかし経済学者の長期の役割に
ついては、論難する古典的公共選択との差異化
に成功しているとは思えず、古典的公共選択の
いう合意形成者としての役割は依然否定されな
い。Caplanの議論は経済学者の短期の役割を豊か
にするもので、古典的公共選択の議論は経済学者
の長期の役割の指針となるもの、このようにまと
め、両方の意義を確認しておきたい。
このようなまとめ方は、今まであまり論じられ
なかった経済学者の戦略を示唆するかもしれな
い。例えば、保護主義の動きが消えない現状で、
自由貿易体制の維持促進、そして、それを実現す
るための制度についての全世界的合意を説くとい
う長期の役割を果たす。この一方で、保護主義を
掲げる政党が人気を得て政権を獲得するといった
事態に対しては、アドバイザーとして公約違反を
助言してみたり、政治主導から官僚主導の意思
決定を促してみたり、といった短期の役割を果た
す。このような経済学者による長期と短期の役割
の使い分けがその一つである。これはデモクラ
シーへの接し方を長期と短期で分けることとつな
がろう。
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